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オース トリア第二共和国の言語政策
坂 野 久
0.は じ め に
2005年 に オ ー ス トリア は 第 二 共和 国建 国60周 年 を迎 え、 国 家 条 約 締 結 、 国 連 加 盟 、 ヨー ロ ッパ
議 会 加 盟 、 連 邦 軍 創 設 、ORF開 局 、 ブ ル ク劇 場 と国 立 オ ペ ラ座 再 建 、 各50周 年 を迎 え 、 またE
U加 盟 ユ0周年 を迎 え た。 そ して この記 念 すべ き年 にオ ー ス トリア 政 府 は、 ドイ ツ語 の 立 場 を決 定
的 に 強 め る 二 つ の 法 律 を 制 定 した 。2002年 の い わ ゆ る 「統 合 協 定 」 と1998年 の 国a法 に対 す る
「強 化 ヴ ァー ジ ョ ン」 で あ る。 こ れ に よっ て オー ス トリア 移 住 希 望 者 、 国 籍 取 得 希 望 者 に 対 す る
ドイ ツ語 知 識 のハ ー ドルが 高 め られ た。 そ こで は 国 家 語 ドイ ツ語 の 意 味 が ます ます 強 調 され 、 少
な く と も こ の 立 法 に よ っ て、 第 一 共 和 国 の 創 始 者 達 が 望 ん で い た 「ドイ ツ ・オ ー ス トリ ア 共 和
国 」 に近 づ くこ と に な っ た 。 そ して2005年 秋 の ウ ィー ン州 議 会 選 挙 戦 で、 オ ー ス トリ ア 自 由 党
(FPO)は 。Deutschstattnixversteh'n",。PummerinstattMuezzin"「 理 解 出 来 な い も の に 代
わ っ て ドイ ツ語 を」、「ム エ ツ ィー ン(イ ス ラ ム教 で1日5回 の 礼 拝 時 刻 を告 げ る 人)に 代 わ っ て
プ ッメ リ ン(ウ ィ ー ン ・シュ テ フ ァ ンス 大 聖 堂 最 大 の 時 鐘)を 」1と い う外 国 人 敵 視 の ス ロ ー ガ
ン を掲 げ た。 さ らに ケ ル ンテ ンで は今 ま で よ り も多 くの二 言 語 地 名標 識 を 設 置せ ね ば な らぬ とい
う2001年12月 の 憲 法 裁 判 所 の判 決 が 、2007年 現 時 点 で も未 だ完 全 に実 施 され て い な い。
この よ う な最 近 の オ ー ス トリアの 状 況 に、 第二 共 和 国 の言 語 政 策 は どの よ うに 関与 して きた の
で あ ろ うか 。 以 下 、 次 の 項 目に従 っ て オ ー ス トリア の言 語 政 策 の軌 跡 を た ど り、 そ の特 徴 を 明 ら
か に した い 。
ユ.言 語 政 策 の 歴 史 的 経 過
2.第 二 共 和 国 の 言 語 事 情 と言 語 法 上 の 規 則
3.言 語 少 数 派 と学 校 言 語 政 策
4.国 家 語 ドイ ツ語 の 強 化
5.オ ー ス トリ ア ドイ ツ語 の 役 割
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1.言 語政策 の歴 史 的経 過
第二共和国の言語政策をより理解 しやす くするために、出来る限り簡潔に、オース トリア ・ハ
ンガリー帝国末期か ら、 ドイツ ・オース トリア共和国(第 一共和国)、 ナチス時代、そ して第二
共和国誕生の1945年 までのオース トリアの言語政策 と多言語主義の流れを概観することにしたい。
1.1.オ ース トリア ・ハンガリー帝国(Osterreichisch-UngarischeMonarchie)
オース トリア ・ハ ンガリー帝国のオース トリア側(dercisleithanischeTeil、 正式名称 はdie
imReichsratvertretenenKonigreicheandLanderで ある)に おける帝国最後の十年の言語政策
は、多言語主義に基づ く国家機構挫折の例 としてよく引用されるが、かなりの数の言語が国家機















(1880年)(ボ ヘ ミア官庁窓口で官司と住民の連絡語(外 務語)と して、従来の ドイツ語に加えて
チェコ語の使用を認める言語令)と 「バデー二首相の言語令」(1897年)(チ ェコ語 をドイッ語 と




1.2.「 ドイ ツ ・オ ー ス トリア 」 共和 国(Republik　 Deutsch-Osterreich")
オー ス トリ ア ・ハ ン ガ リー 帝 国 崩 壊 後 、 そ れ に続 く国家 は そ の住 民 の大 多 数 が ドイ ツ語 を 話 し
て い た か らで あ ろ うか 、 国 家 創 設 者 達 はそ の 国 を 「ドイ ツ ・オ ー ス トリア共 和 国」 と名付 け よ う
と した 。 だ が 第 一 次 世 界 大 戦 後 の 和 平 交 渉 で 、 オー ス トリ ア の大 ドイ ツ主 義 に基 づ く ドイ ツへ の
合 併 を恐 れ て い た 連 合 国 は 、 オ ー ス トリア の 政 治 家 達 に よ っ て提 案 され た この 名 称 を拒 否 し、
「オ ー ス トリア 共 和 国 」(第 一 共 和 国)が 成 立 した 。1919年10月 ドイ ッ語 が 憲 法 で 国 家 語 と して 定
め られ た が 、 そ れ は オー ス トリ ア共 和 国 の 創 設 者 達 に と って 、 オ ー ス トリ ア は 「ドイ ツ語 を話 す
者 の 国 家」 で あ る こ と を強 調 す るた め の 手段 で もあ り、 また ドイ ツ語 は第 一 共 和 国 にお け る ア イ
デ ンテ ィテ ィ構 成 の 重 要 な 一 要 素 で あ っ た か らで あ る。
しか し また この 第 一 共 和 国 は 様 々 な 言 語 少 数 派 が 住 む多 言 語 国 家 で もあ っ た。1923年 の 国民 調
査 で は 、 ブ ル ゲ ン ラ ン ドに は約41,761人 の ク ロ ア チ ア 人 と9,606人 の ハ ンガ リー 人 が 、 ウ ィー ンに
は47,555人 の チ ェ コ人 と797人 の ス ロ ヴ ァキ ア人 が 、 ケ ル ンテ ンに は34,650人 の ス ロ ヴ ェニ ア人 が
い た と報 告 さ れ て い る3。
1920年 のサ ンジ ェ ル マ ン条約 に は 少 数民 族 保 護 規 定(第62項 か ら第69項 まで)が 含 まれ て い る
が 、 具 体 的 な言 語 政 策 は ケ ル ンテ ンで の 少 数 民 族 に は 厳 しい もの で あ っ た 。1920年 にケ ル ン テ ン
南 部 の二 言 語 地域 が オ ー ス トリ ア共 和 国 に属 す か、 あ る い はSHS国 家(K6nigreichderSerben,
KroatenundSlowenen)に 属 す べ きか とい う住 民 投 票 が 行 わ れ 、 選 挙 権 の あ る住 民 の59,04%が
オー ス トリア に投 票 した。 そ して そ れ以 降 同地 域 の ドイ ツ語 化 措 置 が 顕 著 に な っ た 。 例 え ば 、 ス
ロ ヴ ェニ ア入 聖 職 者 と教 師 を ス ロ ヴ ェ ニ ア系 住 民 地 域 か ら他 地域 へ の 配 置転 換 、 学 校 で の 母 語 不
使 用 、 二 言 語 地 名 標 識 の 撤 去 、 ドイ ツ語 系 入 植 者 の ス ロ ヴ ェ ニ ア 人 農 園へ の 移 住 な どが 行 わ れ た 。
オー ス トリ ア ・ハ ンガ リ ー帝 国 のハ ンガ リー側 に属 して い た ブ ル ゲ ンラ ン ドは 、1921年 国 民投
票 に よ って 再 び オー ス トリ ア に属 す こ と に な り、 そ れ に よ っ て ク ロ ア チ ア系 とハ ンガ リー系 少 数
民 族 が 生 まれ た 。 ま た ブ ル ゲ ン ラ ン ドの ロマ 人 もマ リア ・テ レジ ア時 代 か らこ の地 域 に 定住 して
い る。 ブ ル ゲ ン ラ ン ドで は、 ケ ル ン テ ン に於 け る ほ ど、 争 い は先 鋭 化 して い な い が 、 そ の理 由 は 、
義 務 教 育 制 度 が ユ937年 まで 教 会 の 手 に委 ね られ て い たか らで あ ろ う と言 わ れ て い る。 ま た ウ ィー
ンで は 両 次 大 戦 問 にチ ェ コ系 の 少 数 民 族 が 機 能 的 な共 同組 合 と公 的 及 び私 的 な学 校 組 織(ユ926年
に は46校 の 私 立 学校 とユ5校の 公 立 学 校 ・幼 稚 園 が 存 在 して い た)を す で に設 立 して い た4。
1.3.ナ チ ス 時 代(NS-Zeit)
ユ938年 ナ チ ス ドイ ツ に よる 占領 に よ っ て オ ー ス トリ ア は 大 ドイ ツ 国 家 に合 併 さ れ た。 そ れ は
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「オス トマル ク」(Ostmark)と な り、後にアルプス ・ドナウ帝 国ガウ(大 管区)(Alpen-und
Donaureichsgauen)と なった。ナチス政権は非常に高圧的な言語操縦政策を遂行 した。たとえ
ば 「外来語」はドイツ語に翻訳され、 ドイツ的でない街路名も変更され、政権に批判的な多 くの
フレーズと概念が禁止された。教科書の例文でさえ(数 学の教科書で も)ナ チス政権のイデオロ
ギー的な文書に従っている5。
少数民族政策ではケルンテンのスロヴェニア人に対 してラディカルな迫害措置、即ち強制移住、








る。また1938年 以前にはウィーンに約20万 人のユ ダヤ人がいたが、約65,000人 のユダヤ入が同様
にナチスによって強制収容所へ追放され組織的に殺害されたのは周知の通 りである。
2.第 二 共和 国(DieZweiteRepublik)
第二共和国の言語政策は歴史的に、1)ナ チスの支配か ら解放され、いわゆる旧連合国4強 に
よってオース トリアが位置づけられていた1955年 までの時代、2)冷,,,,造 が崩壊 し、東の国境
が開放される1989年 までの時代、3)中 ・東欧の新 しい地政学上の状況 とグローバル化が言語政
策に大きな影響を与えている1989年 以降現在までの時代、に大きく三区分できる。
1)の 時代には、とりわけ土着の少数派に対する言語政策が中心の役割を果たしていた。 しか
しまた国民コミュニケーション手設 としての国家語 ドイツ語の問題 も加わる。さらに ドイッ語独
自のオース トリアヴァリエーションの問題が1945年 以降重要となってきた。 ドイツとの不名誉な
共通の歴史を忘れナチス ドイツの最初の犠牲者 として自らを主張 し(犠 牲者テーゼ)、ナチズム
の崩壊に協力 したこと(行為者テーゼ)を 強調することに、オース トリア人が重大な関心を抱いて
いた時代である。ここでの重要な ドイツとオース トリアの区分手段はオース トリア ドイツ語で
あった。この ドイツか ら距離を置 くという行為は、学校での 「ドイッ語」(Deutsch)と いう授業科
目名がユ945年に文部大臣Felix且urdesに よって 「授業言語」(Unterrichtssprache)と いう科 目に
・:
オー ス トリア第二共和国 の言語政策
名 を改 め られ た こ とに現 れ てお り、 そ れ はつ い で な が ら俗 に は そ し り表現 と して 文 部 大 臣 名 を皮
肉 って 「Hurdestanisch」 と言 われ る よ うに な っ た(1955年 の8月 ユ9日の布 告 に よっ て そ れ は 再 び
「ドイ ツ語」 とい う科 目名 に戻 る こ と にな っ た が)。 この よ うな背 景 を基 に、 オ ー ス トリアで 使 用 さ
れ て い る語 彙 を収 録 した 文 部 省 指 導 の 辞 典 で あ る オ ー ス トリア 辞 典(OWB=6sterreichisches
W6rterbuch)の 第1版(ユ95ユ 年)が 現 れ た。 しか し オー ス トリ ア ドイ ツ語 の 問 題 は1990年 代 ま
で む しろ副 次 的 な意 味 で しか な か っ た、 そ れ は彼 らの 国 家 を独 自の ネ イ シ ョン(Nation)と 見 な
して い た オー ス トリア 人 は、 当時 例 え ば1964年 に は まだ47%と い う少 数派 に過 ぎな か っ た こ とか
ら も う な ず け る 。 な る ほ ど1950～60年 代 に何 度 も オ ー ス トリ ア ドイ ツ語 に つ い て の 記 事 が
Arbeiter-Zeitung,Tagebuch,Die6sterreichischeNation等 の新 聞 ・雑 誌 に掲 載 され た が 、 しか
し オー ス トリ ア ドイ ツ語 が 世 間 の 注 目 を浴 び る よ う に な っ た の は、 オ ー ス トリア のEU加 盟 とい
う状 況 に直 面 して か らで あ る。
2)の 時 代 に は、 再 び土 着 の 少 数 派 の 問 題 が 言 語 政 策 上 の 活 動 の 中心 とな っ た。1955年 の 国家
条 約 で 言 及 され て い た 二 言 語 学 校 制 度 、 二 言 語 地 名 標 識 な どの 問 題 が 再 浮 上 す る こ とに な る。
3)の 時 代 には 、1989年 「東 の 解 放 」 以 降 言 語 政 策 上 ダ イ ナ ミ ック な動 きが 生 ま れ る。 た とえ
ば 、 ヨー ロ ッパ 統 一 と グ ロー バ ル 化 に よ る外 国 語 学 習 強 化 、EU加 盟 と オー ス トリア ドイ ツ語 の
問 題 、 東へ の ドイ ツ語(オ ー ス トリア ヴ ァ リエ ー シ ョ ン)の 輸 出、 新 少 数 派 増 加 に よ り滞 在 規 定
と国 籍 規 定 の 厳 格 化(ド イ ツ語 能 力 証 明)な どで あ る。
これ ら第 二 共 和 国 の 言 語 事 情 と言 語 政 策 につ い て 以 下 順 次 具 体 的 に検 討 して い きた い。
2.1.第 二 共和 国 の 言 語 事 情
2001年 の 国民 調査 を 参 考 に現 在 の オ ー ス トリア の 言 語 状 況 を見 る と、 ドイ ツ語 を話 す 多 数 派 住
民 以外 に 、 オ ー ス トリア に は6つ の 法 的 に 認 め られ た 土 着 の 言 語 少 数 派(ス ロ ヴ ェニ ア人 、 ク ロ
ア チ ア 人 、ハ ンガ リー 人 、 チ ェ コ人 、 ス ロ ヴ ァキ ア 人 、 ロマ ・シ ンテ ィ人)と 、 この30～40年 の
問 に 労 働 移 民 と して オ ー ス トリア に移 住 して き た 少 数 派 が い る。 そ して また オ ー ス トリア 手 話
(身振 り言 語)を 母 語 と して 使 用 して い る約 一 万 人 の 耳 の 聞 こ え な い 人 た ちが い る。 な お 国 民 調
査 で の 住 民 言 語 につ い て の 質 問 は次 の 通 りで あ る:「 あ な た が 一 般 的 に プ ラ イベ ー トな 領 域(家
族 、 親 戚 、 友 人 な ど)で 話 して い る言 語(複 数 言語 可)を あ げ て 下 さい 。 外 国 語 の 知 識 は こ こで
は取 りあ げ る必 要 は あ りませ ん。 話 す こ とが(ま だ)出 来 な い 人 は 、 そ の 家 族 で 話 され て い る 日
常 語 を あ げ て くだ さ い。」x
最 近 の住 民 数 の 調 査 結 果 は次 の通 りで あ る(表1参 照):住 民 の.,....%が ドイ ツ語 を 話 し、 旧
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ユ ー ゴス ラ ビ アの 言 語(ボ ス ニ ア語 、 ク ロ アチ ア語 、 マ ケ ドニ ア語 、 セ ル ビア語)を 話 す者 が約
4,3%、 トル コ語 とク ル ド語 を話 す 者 は約2,3%で あ る。 ドイ ツ語 以 外 の オ ー ス トリア 土 着 の少 数
言 語(ブ ル ゲ ン ラ ン ド ・ク ロ アチ ア語 、 ス ロ ヴ ェニ ア語 、 ハ ンガ リー語 、 チ ェ コ語 、 ス ロ ヴ ァキ
ア 語 、 ロマ 語 、 ヴ ィ ン ト語)を 話 す 者 は約1,49%、 い わ ゆ る 「世 界 言 語 」 で あ る 英 語 、 フ ラ ンス
語 、 イ タ リア 語 を話 す 者 が ま とめ て 約1%で あ り、 そ の 他 の 言 語 と して多 い順 に ポ ー ラ ン ド語 、
ア ル バ ニ ア 語 、 ル ー マ ニ ア 語 、 ア ラ ビア 語 、 ペ ル シ ャ語 、 中国 語 で あ り、 オ ー ス トリア手 話 は取
りあ げ られ て い な い 。
ドイ ツ語 以 外 の 言 語 を話 す 住 民 で は、 旧 ユ ー ゴス ラ ビ アか らの 移 民 住 民 と トル コ系 言 語 を話 す




するものである。両者に共通 して最 も重要で基本となる言語法上の規定は、連邦憲法第8条 第1





第2項:共 和国(連 邦、州、市町村)は 、土着の民族集団で表現される彼 らの豊かな言語的文
化的多様性を認める。これら民族集団の言語 と文化の存在 ・存続は注視され、保護され、促進さ
れる。(2000年8月1日)
第3項:オ ース トリア手話は独立 した言語 として認識される。詳細 は法に規定する。(2005年
9月1日)9
連邦憲法第1項 がユ945年に設定されてから55年経過 した2000年8月 にその第2項 が成立 したの
は、当時の政治的な理由による所が大 きい。外国人を敵視 し人種差別的選挙戦を行 ったFP6
(オース トリア自由党)の 参加で、2000年2月 に6VP(オ ース トリア国民党)とFP6と の連立





ア政 府 が 支 持 して い る とい う報 告 と、「FP6の 政 治 的 特 性 」 に 関す る 報 告 を行 っ た。 こ れ が い わ
ゆ る 「賢 者 報 告 」(Weisenbeirat)と 言 わ れ る もの で 、 これ に よ っ て オ ー ス トリ ア政 府 の 少 数 派
に対 す る政 策 が 他 のEU諸 国 に も認 め られ、 そ の 内容 が 連 邦 憲 法 第8条 第2項 に も記 載 され る こ
と に な った の で あ る。
さ ら に国 籍 法 に関 す る言 語 政 策 上 の 規 定 が 存 在 す る。1998年7月 に 国籍 法 が 改 正 され 、 オ ー ス
トリ ア国 籍 を獲 得 す る ため に は、 ドイ ツ語 能 力 の証 明 が 必 要 に な っ た。 ま た滞 在 権 に 関す る規 定
(統 合 協 定lntegrationsvereinbarung)が2002年 に設 け ら れ、 継 続 的 な滞 在 の た め に ドイ ツ語 知
識 の 証 明 が 必 要 に な った 。 両 規 則 は2005年 に さ ら に改 正 され 規 定 が よ り厳 し くな っ て い る。
また 学 校 法 に関 す る言 語 規 定 も存 在 す る。 そ こで は ドイ ツ語 が 法 に よ っ て確 立 さ れ た 「授 業 言
語 」 と定 め られ て い る(学 校 法 第ユ6条第1項)。 た だ し土 着 の 少 数 派 に 関 す る例 外 規 定 が 存 在 す
る 。 土 着 少 数 派 に 関 す る言 語 政 策 は、 上 述 した 連 邦 憲 法 第8条 第2項 以 外 に、1919年 のサ ンジ ェ
ル マ ン 国 家 条 約 、1955年 の オ ー ス ト リ ア 国 家 条 約 第7条 、1976年 の 民 族 集 団 法(VGG=
Volksgruppengesetz)が あ り、 学 校 言 語 政 策 につ い て は、 ケ ル ンテ ンの ス ロ ヴ ェ ニ ア少 数 民 族
に 対 し て、 ま た ブ ル ゲ ン ラ ン ドの ク ロ ア チ ア系 、 ハ ン ガ リー系 に対 す る 独 自 の 学 校 法 が あ る。
2005年9月 に 言 語 少 数 派 と して 認 識 され た オ ー ス トリア 手 話 言 語 は 、 言 語 法 的 に は憲 法 第8条 第
3項 に よっ て の み保 護 され て い る 。 そ の 他 の 言 語 政 策 上 の 規 定 と して は 、 玩 具 品 質 表 示 に関 す る
ドイ ツ語 使 用 規 則 が あ るが 、 消 費 者 法 に は 言 語 規 定 は な い。 また メ デ ィア 法 に も フ ラ ンス や ス
ウ ェ ー デ ンの よ うな ク オ ー ター 法 は オ ー ス トリア に は 存 在 しな い1°。
3.言 語少 数派 と学校 言 語政 策
オース トリアでは日常語 として ドイツ語を話す住民数の割合は96%で 、 ドイツの90%、 フラン
スにおけるフランス語話者93%に 較べると高いがll、日常言語の種類か ら見れば、多言語国家と
いえよう。国民調査結果(図1参 照)か らみても11,5%の 住民が ドイツ語以外の言語(22種 類の
言語)を 日常語として使用 している。これら少数言語派は、オース トリア ・ハンガリー帝国以来
定住 しているいわゆる土着の少数派と、東の解放以降に移住 してきた新少数派 とに大 きく区分で
きる。
3.1.土 着の少数派








オース トリア(土 着)民 族集団の言語小計 1.49%119,667 1.13%82,504
ブ ル ゲ ンラ ン ド ・ク ロ ア チ ァ語 ユ9,412 19,374
ロマ語 6,273 4,348
ス ロ ヴ ァキ ア語 ユα234 3,343
ス ロ ヴ ェ ニ ア語 24,855 ユ7,953
チ ェ コ語 17,742 ユユ,035
ハ ン ガ リー語 40,583 25,884




マケ ドニア語 5,145 1,127
セルビア語 177.32Q 41,944
トル コ語 、 ク ル ド語 小 計 2.31%185,578 0.84%61,ユ67
トル コ語 1$3,445 60,028
クル ド語 2,133 1ユ39
世界言語小計 0.99%79,514 0.59%43,469
英語 58,582 33,427
フ ラ ンス語 ユ0,190 4,977
イ タ リア語 ユ0,742 5,065
そ の 他 の ヨー ロ ッパ 言 語
ポー ラ ン ド語 30,598 12,699
アルバニア語 28,212 3,766
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(図2)土 着 少 数 派(AutochthoneMinderheiten)
ケ ル ンテ ン
ス ロ ヴェニ ア人
ブ ルゲ ンラ ン ド
ク ロアチ ア人
ブル ゲ ンラ ン ド
ハ ンガ リー 人
ウ イー ン
チ ェ コ人
ス ロ ヴ ァ
キ ア人
ロマ 人 南 チ ロ ル
ラデ イン人
1910 66,463 43,633 26,225 98,461 9,300
1923 34,650 41,761 ・ ・1・ 47,555 ・'ll
1934 24,857 40,151 8,353 28,403
1939 43,179 36,482 8.319* 52,275
1951 42,095 34,427 7,669 3,436 12,600
1981 16,552 18,648 4,025 4,106 17,700














1&500人 か ら2001年20.130人 へ 増 加)、 少 数 言 語 に好 意 的 な 言 語 政 策 が 行 わ れ た結 果 で あ ろ う。 そ
れ に 対 して オ ー ス トリ アの 少 数 言 語 派 で あ る ケ ル ン テ ンの ス ロ ヴ ェ ニ ア 人、 ブ ル ゲ ンラ ン ドの ク
ロ ア チ ア 人 、 ハ ン ガ リー 人 、 ロマ 人 、 そ して ウ ィー ンの チ ェ コ人 と ス ロ ヴ ァキ ア 人 は軒 並 み減 少
傾 向 に あ る 。1991年 と200ユ年 の比 較 で もケ ル ンテ ン の ス ロ ヴ ェ ニ ア 人(-10,1%)、 ブ ル ゲ ン ラ
ン ドの ク ロ ア チ ア 人(-9,8%)、 ブ ル ゲ ン ラ ン ドの ハ ンガ リー 人(-4,7%)、 ウ ィー ンの チ ェ コ
人(-10,1%)は か な り減 少 して い る(図2参 照)。
少 数 派 保 護 の基 本 理 念 はす で に オ ー ス トリア 帝 国 時 代 の 憲 法 ユ9条(1867年12月)に も、 また サ
ン ジ ェ ルマ ン条 約62～69条(1920年)に も見 られ る が 、 今 日の状 況 の 基 本 に な っ た の が と りわ け
オー ス トリ ア国 家 条 約 第7条(1955年5月)で あ る。 そ の基 本 を要 約 す る と以 下 の 通 りで あ る:
第1節:ス ロ ヴ ェニ ア語 と ク ロ アチ ア語 を話 す オ ー ス トリア 人 は他 の全 て の オ ー ス トリア 国 籍
保 持 者 と同 等 の 権 利 を持 つ こ と を確 認 す る。
第2節:ス ロ ヴ ェニ ア語 と ク ロ アチ ア語 に よ る初 等 教 育 授 業 と そ れ相 応 数 の独 自 の 中等 教 育学
校 開 設要 望 を確 認 す る 。
第3節:混 在 言語 地域 で の役 所 語 と して 、 ドイ ツ語 以 外 に補 足 的 に ス ロ ヴ ェニ ア語 と ク ロ アチ
ア語 の使 用 を認 め 、 そ の地 域 の 二 言語 地 名 表示 を約 束 す る。
第4節:「 文 化 施 設 、 行 政 施 設 、 裁 判 所 」 へ の 同 等 の 関与 権 を持 つ 。
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第5節:ク ロアチアあるいはスロヴェニア系住民のために、少数派 としての彼 らの特徴 と権利
を維持できるように関係諸機関が活動する事を保証する。'2
この国家条約第7条 は少数派の権利を認めるために、意識的に 「数による原理」を避けている。
この 「数原理」の導入は、国家条約作成段階で条約提携国家の一部(例 えば、旧ソ連)か ら拒否
されたと言われている。その後1976年7月 の 「民族集団法(VGG)」 でこの 「数原理」は現実化さ
れるが、これはオース トリア政府が国家条約第7条 の施行法 と見なしているものである。このVGG
によれば、二言語の表記は住民の25%以 上の支持で可能にな り、役所言語については20%以 上の
住民の支持が必要 とされている。しかし役所主導による統計結果に対する住民の不信感などによ
り、「数原理」を導入 したVGGを ケルンテンのスロヴェニア人代表者達は憲法違反であるとして拒
否 している。このVGGに は、「連邦領土の一部に住居をもち定住化 し、オース トリア国籍を持ち
ドイツ語以外の母語 と独 自の民族性 をもつ者」(第1条 第2節)'3と いう民族集団の概念規定が定
められ、またこのVGGに よって連邦総理府内に 「民族集団諮問会(VGB=Volksgruppenbeirat)」
が設置され、民族問題を専門的に審議 している。国家条約で認められたスロヴェニア系 とクロァ
チア系少数集団以外に、ハ ンガリー系 とチェコ系 もこのVGGに よって正式に少数派集団と認め
られた。
最近の言語法上の規則は、上述 した連邦憲法第8条 第2項(2000年8月)で ある。これは上述
した 「賢者報告」にも印刷 され、一種の国家 目標規定という形で土着少数派の保護が保証されて
いる。さらに2001年 にオース トリア政府は 「地域 ・少数派言語に関するヨーロッパ憲章」に批准
している。 しかしそれは最小ヴァリエーションという形であ り、少数派独 自の(例 えば、イタリ
アや ドイツのシュレスヴィヒ ・ホルシュタイン州におけるような地域政府 ・州政府レベルで、あ




数派学校法が存在する。両学校法では原則 として、初等教育時の最初の4年 間は ドイツ語と各少
数派言語が授業語 として使用 される。中等教育段階の主幹学校では、少数派言語は英語と共に選
択必修科目とされている(ブ ルゲンラン ドGroBWarasdorf/VelikBoristofに 設置されている ド
イツ語 とクロアチア語二言語による主幹学校を除いて)。 中 ・高等教育段階のギムナジウムでは、
ケルンテンKlagenfurt/Celovecに スロヴェニア語を授業語とするギムナジウムと ドイツ語 ・ス
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ロ ヴ ェニ ア語 二 言 語 使 用 の 商業 ア カデ ミーが あ る。 また ブ ル ゲ ン ラ ン ドOberwart/Felsoor/Borta
に ドイ ツ語 ・ハ ンガ リー 語 ・ク ロ ア チ ア 語 三 言 語 使 用 の ギ ム ナ ジ ウ ム が あ る。 継 続 して 二 言 語
(ド イ ツ語 と少 数派 言 語)で 社 会 人 ま で教 育 が 受 け られ る の は これ らの 学 校 の 生徒 に 限 られ て い
る。 ウ ィー ンの チ ェ コ人 、 ハ ンガ リー 人、 ス ロ ヴ ェ キ ア 人、 ロ マ ・シ ン ト人 に とっ て は 公 的 な 学
校 規 則 は な いが 、 チ ェ コ系 の 入 た ち は ウ ィー ン に私 学(Kommensky-Schule)14を 設 け て お り、 そ
こで チ ェ コ語 に よ る授 業 が 受 け られ る。
ケ ル ンテ ンの 学 校 言 語 政 策 は第 二 共 和 国 に お け る多 数 派 へ の 同 化 傾 向 を 明 確 に示 して い る 。
1945年 第 二 共 和 国 誕 生 直 後 に は、 ケ ル ン テ ンの ス ロ ヴ ェ ニ ア 人 に対 す る言 語 政 策 は ま だ寛 大 で あ
り、 二 言 語 地 域 全 域 で の 初 等 教 育 で は、 ドイ ツ語 と ス ロ ヴ ェ ニ ア語 に よ る授 業 が 導 入 さ れ て い た。
上 述 した1955年 の 国 家 条 約 第7条 の 少 数 派 保 護 規 定 で 、 ケ ル ンテ ンと シ ュ タイ ア ー マ ル ク の ス ロ
ヴ ェニ ア 人 とブ ルゲ ン ラ ン ドの ク ロ アチ ア人 が 少 数 派 と して認 定 さ れ、 意 識 的 に 「数 原 理 」 の導
入 が 避 け られ て い た か らで あ る。 しか しそ の 後 ケ ル ン テ ンで は ドイ ツ語 系 ナ シ ョナ リズ ムが 急 速
に 強 ま り少 数 派権 利 の 解 体 が 始 まっ た 。 この ナ シ ョナ リズ ム 勢 力 と 「ジ ュ ー ドマ ル ク学 校 連 盟」
(SchulvereinSudmark)に よ って 画 策 され た 「学 校 ス トラ イ キ」 を通 して、 一 般 的 な二 言 語 授 業
は 、 親権 に よっ て 子 供 を二 言 語授 業 か ら退 出 可 能 にす る こ とで 、 ユ958年 に事 実 上 機 能 しな くな っ
た。 さ ら に1959年 の 「少 数 派 保 護 法 」 に よ っ て 、 ス ロ ヴ ェ ニ ア語 授 業 に対 す る 個 別 の 「届 け 出」
が 行 わ れ る こ とに な っ た 。 この ケ ル ンテ ンの 学 校 問 題 は、1980年 代 に は ケ ル ンテ ン郷 土 局(Karnt-
nerHeimatdienst)'5の 指 導 下 に 置 か れ、 言 語 基 準 に よ る生 徒 区 分 の 要 望 は 州 レベ ル の 新 た な激
しい言 語 政 策 上 の議 論 テ ー マ とな っ た。 そ して1988年 少 数 派 学 校 法 改 正 が 行 わ れ 、 言 語 基 準 に よ
る生 徒 区分 は 「届 け 出」 制 で は な く、 あ る 一 定 数 以 上 で 行 わ れ る こ と に な った が 、 そ の 判 断 基 準
は 明確 に示 され て い な い。
ス ロ ヴ ェ ニ ア 語 授 業 の 受 講 生 徒 数 は 、 ユ959～60年 に は 二 言 語 地 域 全 生 徒 の19,3ユ%、1960～70
年 代 に は14～15%、1976～77年 に は最 低 の ユ3,45%ま で 落 ち込 ん だ が 、1980年 代 か らそ の 傾 向 が
変 わ り増 加 し始 め る(ユ980～81年15,88%、1990～91年20,85%、2000～2001年2&20%)、 そ して
2005～2006年 に は 少 数 派 保 護 法 が 有 効 な 地 域 で は 国民 学 校 の 生 徒 の36,25%が 二 言 語 授 業 に参 加
して い る 。 しか し こ の二 言 語 授 業 参 加 生 徒 の 半 数 以 上 が ドイ ツ語 系 住 民 の 子 弟 で あ る'6。こ れ は
ナ シ ョナ リズ ム的 な ケ ル ンテ ン州 政 府 指 導 者 に対 す る一 般 住 民 の抵 抗 と反 発 の現 れ で あ る と言 え
るか も しれ ない 。
1955年 の 国 家 条 約 で 約 束 され て い た少 数 派 の権 利 は、1990年 代 以 降 に よ うや く憲 法 裁 判 所 の決
定 に よ っ て い くつ か の 権 利 が 実 現 可 能 に な っ た 。 例 え ば、(ス ロ ヴ ェ ニ ア語 授 業 の持 続 的 需 要 が
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あ る の で)1990年 代 初 め 二 言 語 地 域 以 外 のKlagenfurt/Celovecに 二 言 語 国民 学 校 が 設 立 さ れ、
2000～2001年 に は国 民 学校 第4ク ラス で も二 言 語 授 業 が 実 施 され た。 ま た 「数 原 理 」 導 入 が 憲 法
違 反 とな り、2000年VGG記 載 の役 所 言 語 規 則(20%条 項)が 破 棄 され 、2001年VGG記 載 の二 言
語 地 名 標 識 規 則(25%条 項)も 憲 法 違 反 判 決 が 出 て い る 。 しか し二 言 語 地 名 標 識 規 則(25%条
項)に 関 して は、 ケ ル ン テ ン州 首 相JorgHaider(BZO)(オ ー ス トリ ア 未 来 同盟)と 「故 郷 同
盟 」 側 か らの 抵 抗 に よ り、 未 だ に最 高 裁 判 所 の 判 決 が 実 行 され て い な い。 ユ972年 オ ー ス トリア政
府(SPO)(オ ー ス トリア社 民 党)は イ タ リア 政 府 との 間 で 「南 チ ロ ルー 括 法 案 」 に署 名 し,さ ら
に こ の南 チ ロ ル規 則 に従 っ て 、 ケ ル ンテ ンで も二 言 語 地 名 標 識 設 置 を試 み た が 、 ドイ ツ語 系 ナ
シ ョナ リス トに阻 止 され た の で あ る。 そ の 後 、 ス ロ ヴ ェ ニ ア系 住 民 代 表 、 ドイ ツ語 系 ナ シ ョナ リ
ス トの代 表Haider、 オ ー ス ト リア 政 府 代 表 に よ る協 議 が 断 続 的 に 行 わ れ て い る 。 最 近 で は2007
年6月 に連 邦 首 相AlfredGusenbauer(SPO)は162本 の 地 名 標 識 を提 案 した が 、Haiderは 拒 否
し、 ス ロ ヴ ェ ニ ア 人 代 表 も憲 法 裁 判 所 の 判 断 に 基 づ く173本 を 主 張 し、 今 なお こ の 地 名 標 識 問題
は解 決 の 糸 口が 見 い だせ ない 状 況 に あ る17。
3.3.新 少数 派
1960年 以 降 労 働 移 住 が 始 ま り、1970年 代 に 旧ユ ー ゴ ス ラ ビ ア、 トル コ との相 互 協 定 に よる い わ
ゆ る 「外 国 入 労 働 者 」 が 増 え、 特 に1989年 「東 の解 放 」 以 降 そ の数 は急 増 して い る。 オ ー ス トリ
ア に お け る外 国 人 労 働 力 の パ ー セ ン トは 、 ユ961年 に は ま だ0,5%だ っ た の が 、1971年 に は6,0%に
急 上 昇 し、1970～80年 代 に は6%台 を 維 持 し、1990年 代 に8～9%台 に 上 昇 し、2002年 に は
19,6%に まで 達 して い る18。2001年 の 上 述 した 国 民 調 査(図1と 図2参 照)に よ る と、 か つ て の
ユ ー ゴ ス ラ ビア の 言 語 を 話 す 者 の 割 合 は、 ユ991年 に は ま だ約2,5%で あ っ た が 、2001年 に は ボ ス
ニ ア語 、 ク ロ ア チ ア語 、 セ ル ビア 語 、 マ ケ ドニ ア語 を話 す 者 は4,43%(348.629人)で あ る 。 トル
コ語 ・ク ル ド語 は2,31%(ユ$5.578人)で あ る。 こ の両 言語 グル ー プ と並 んで 、 ポ ー ラ ン ドか らの
移 民(30.598人)、 ア ル バ ニ ア か ら の 移 民(2&212人)、 ル ー マ ニ ア か らの 移 民(16.885人)も 増
え て い る。 ヨー ロ ッパ 外 か らの 移 民 と し て は 、 ア ラ ビ ア語 を話 す 者(ユ7.592人)、 ペ ル シ ャ語 を
話 す 者(10。665人)、 中 国 語 を話 す 者(9.960人)が 目立 つ 。
統 計 上 特 に注 視 さ れ る のが 、 学 校 で の移 民 少 数派 で あ る。 公 式 用 語 で は 「ドイ ッ語 以外 の 母 語
を も つ 生 徒 達 」(SchiilerlnnenmiteineranderenMuttersprachealsDeutsch)で あ る。 彼 ら は
2002～2003年 に は オ ー ス トリ ア全 体 で義 務 教 育 学 校 に通 学 して い る生 徒 のユ5%以 上(103。877人)




2005～2006年 に一般義務教育学校で少数派のために次のユ4言語 コースが開設された:ア ルバニ
ア語、アラブ語、ブルガリア語、ペルシャ語、ポーランド語、ポル トガル語、ロマン語、セルボ
クロアチア語、ロシア語、スロヴァキア語、スペイン語、 トルコ語、ハンガリー語、中国語。こ
れらの言語は ドイツ語と並んで母語集団としてはかなり大 きいので、教育上各学校独 自の判断で
開設されることになった2°。
しか しこれ らの移民住民である新少数派に対する(役 所や官庁での)言 語権を保証する法的規
則は存在 しない。即ち、病院 ・役所での通訳 も保証されていないし、また移民者が自由に使える
国民通訳 ・翻訳サービスも存在 しない。また学校以外では移住 してきた少数派の言語文化的アイ
デンティティ促進策なども存在 しない。土着の少数言語を話す国籍を与えられた少数派のみが、
それ相応の言語権と少数文化促進策の恩恵に浴 しているのが現状である。
4.国 家語 ドイツ語 の強化
国家語 ドイツ語に関する言語法上の基本的規定は、上述 した連邦憲法第8条 第1項 にある:





理」を義務づけてお り、「外国語 を話す」亡命者 とは異なって、「ドイツ語 に所属す る」者は、
1956年6月 末までに説明申し立てをすれば、オース トリア国籍 を取得できた2'。これは第二共和
国のその後強化されてい くドイツ語重視政策の予兆であったと言えるかもしれない。
上述したケルンテンでのスロヴェニア系少数派に対する激 しい言語政策上の論争(1955年 の国
家条約締結後の 「学校ス トライキ」、ユ972年以降の 「地名標識論争」など)も 結局は ドイツ語重
視の兆候である。1990年 代には 「移住者問題」が再三政治手段化され、異質の言語性が特に学校












1999年 の国民議会議員選挙戦でも国家語 としての ドイツ語の役割 を強める公の討論や政治家の
言語ナショナリズム的アジ演説が各地で行われたが、移民者に対する国家語 ドイツ語の知識を求
める先鋭化の次の段階は、2002年 の外国人権利に関する改正案(統 合協定)で あった。2003年1
月1日 よりオース トリアに移住する全ての者(外 国人)は 「統合協定」を受け入れる義務が生ま
れた。またユ998年1月1日 以降第三国か らオース トリアへ移住 してきた者 も同様である。その義
務には100授 業単位で共通 ヨーロッパ推薦枠A1基 準を達成することになる 「ドイツ語統一 コー




300時 間で共通 ヨーロッパ推薦枠A2レ ベルの語学力獲得を目標 としているza。
しかしこの 「統合協定」第1ヴ ァージョン(2002年)も 第2ヴ ァージョン(2005年)も オース
トリアの専門家や専 門機 関から批判 されている。特 にその分野で先進国であるオランダ、ス
ウェーデンなどと比較すると、講習時間数と講習受講者への経済的援助の面で見劣 りするからで
ある。講習時間数はオース トリアでは基準1で75時 間、基準2で300時 間であるが、オランダで
は600時 間、スウェーデンでは525時 間である。 また講習費用援助額もオース トリアでは、基準1
で375ユ ーロ、基準2で は費用の半額(一 人に最高750ユ ーロまで)で あるが、オランダでは参加
者一人に4.539～6.$07ユ ーロ、スウェーデ ンでは講習会参加費用無料で、参加者一人に4.500ユー
ロが支給されているゐ。
1998年 の国籍法改正か ら7年 後の2005年 夏に国際的に比較 しても非常に厳格なオース トリア国
籍法のさらなる精鋭化が提案され、2006年3月 に国民議会で採決されている。1998年 の規定では、
曖昧であった ドイツ語知識についての証明が、「ドイツ語知識の証明」(第10条 第1項 第1節)、
「民主的秩序 とオース トリアおよび各連邦州の歴史に関する基本的知識の証明」(第10条第1項 第





を事実上国民か ら閉め出すことになる。そ して最終的にその数は40万 人と予想 されている26。
オース トリア政府はこの国籍法と統合協定の再改正 ・精鋭化によって、「移民受け入れ国」では
ないことを宣言 し、国家語 ドイツ語の強化に拍車を掛けている。
5.オ ー ス トリア ドイツ語 の役割
第2章 で述べたように、第二共和国誕生直後にいわゆる 「犠牲者テーゼ」を強調する流れの中
で、 ドイツ語のオース トリアヴァリエーションとしての 「オース トリアドイツ語」27の問題が浮
上 したが、その後 「オース トリア辞典」(6WB)の 改訂版が順次刊行された28以外に、特にこの
問題が注目を浴びることはなかった。 ところがオース トリアのEU加 盟の前哨戦として、1993年
の加盟交渉の最後にオース トリア ドイツ語のテーマが議題 となった。加盟交渉でこの言語政策上
の問題を取 り入れ、オース トリア ドイツ語 とドイツ連邦の ドイツ語の同権を要求した動機が何で
あるか、明確には再現できないが、オース トリア国民のアイデンティティ操作が目的であったこ
とは、オーストリア議定書第10条 項の経過か ら明 らかであろう。
オース トリアのEU加 盟準備段階で、オース トリアの厚生省 と農林省から 「典型的なオース ト
リア表現」の格上げが試みられた。幾多のオース トリア表現(Austriazismen)か ら23語が 「E
U領 域での ドイツ語の特別なオース トリア表現の使用に関する第10条項」に採択された。これは
オース トリアのEU加 盟条約に欠かすことの出来ない構成要素であり、憲法 と同等のランク付け
となる。議定書第10条 の文面と補足は次の通 りである。
<EU内 ドイ ツ語 の特 別 な オー ス トリ ア表 現 の 使 用 に関 す る第10条 項>
EU内 で 次 の 諸 点 が 有 効 で あ る。
1.オ ー ス トリア の 法 秩 序 に含 まれ 、 この 議 定 書 の 付 帯 事 項 に リ ス トア ッ プ され て い る ドイ ツ
語 の特 別 な オ ー ス トリア 表 現 は 、 ドイ ツの そ れ に対 応 す る表 現 と同 じ地 位 を持 ち、 か つ 同等 の法
的効 果 を有 す る 。
2.新 た な 法 行為 を ドイ ツ語 で と らえ る場 合 に、 付 帯 事 項 にあ げ られ て い る特 別 な オー ス トリ
ア表 現 は 、 ドイ ツで用 い られ て い る そ れ に 対応 す る表 現 に適切 な 形 で 付 加 され る。
[付帯 事 項](オ ー ス トリア/EU官 報)
Beiried/Roastbeef(ロ ー ス トビー フ),Eierschwammerl/Pfifferlinge(杏 茸),
Erdapfel/Kartoffeln(ジ ャ ガ イモ),Fachiertes/Hackfleisch(挽 肉),
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Fisolen/GruneBohnen(サ ヤ イ ン ゲ ン),
Grammeln/Grieben(妙 め て 脂 を 抜 い た ベ ー コ ン),Hiiferl/Hiifte(腰 肉),
Karfio1/Blumenkohl(カ リ フ ラ ワ ー),Kohlsprossen/Rosenkohl(メ キ ャ ベ ツ),
Kren/Meerrettich(ワ サ ビ ダ イ コ ン),Lungenbraten/Filet(ヒ レ 肉),
Marillen/Aprikosen(杏 子),Melanzani/Aubergine(ナ ス),
NuB/Kugel(〈 牛 ・豚 の 〉 厚 く切 っ た も も 肉),Obers/Sahne(乳 脂 ・ク リ ー ム),
Paradeiser/Tomaten(ト マ ト),Powidl/Pflaumenmus(ス モ モ 〈 プ ラ ム 〉 の ム ー ス),
Ribisel/Johannisbeeren(ス グ リ く の 実 〉),Rostbraten/Hochrippe(〈 牛 の 〉 肩 ロ ー ス),
Schlogel/Keule(も も 肉),Topfen/Quark(凝 乳 ・カ ー ド),
Vogerlsalat/Feldsalat(野 ぢ し ゃ ・サ ラ ダ 菜),
Weichseln/Sauerkirschen(ス ノ ミザ ク ラ く の 実 〉)29
ブ リュ セ ルの 「EU・ デ ー タバ ン ク」 に は約4000語 の オー ス トリ ア ドイ ツ 語 が デ ー タ化 され 、
オ ー ス トリア ドイ ツ語 に 関す る 「言 語 問題 」 が 生 じた 際 に、 役 人 達 は こ れ を参 考 に す る こ と に
な って い る。 オー ス トリア の行 政 言 語(官 庁 語)と(法 律 ・金融 関係 の)専 門 語 が 増 え る に従 っ
て 、 オ ー ス トリ ア特 有 表 現 も増 加 す る。「シ ェ ン ゲ ン条 約 」 に関 す る テ ー マ だ け で も、 オ ー ス ト
リ ア ドイ ツ語 と ドイ ツ連 邦 の ドイ ツ語 は200箇 所 で 異 な る と言 わ れ て い る 。 そ れ はEUの 通 訳 、
翻 訳 家 、 法 律 編 纂 家 に と って 大 変 な作 業 で あ り、 日常 語 ・口語 表 現 も考 慮 す る とそ の 差 異 は全 体
的 に は一 万 語 を優 に超 え る と も言 わ れ て い る3°0
従 っ て この 第10条 項 付 帯 事 項 に記 載 され て い る オ ー ス トリア表 現 は、 数 あ る 「オ ー ス トリア ド
イ ツ語 」 表 現 の 中 か らわ ず か23語 に縮 小 され た もの で 、 言 語 学 的 に見 れ ば 明 らか に不 十分 で あ る。
故 に 「ドイ ツ連 邦 共 和 国 と オー ス トリ アで 異 な る ス タ ンダー ド ・ヴ ァ リエ ー シ ョ ンが 存 在 す るE
U公 文 書 を 出 版 す る 場 合 に は、 両 者 をEU官 報 で 掲 載 しな けれ ば な らな い。 こ の決 定 は新 しいE
U法 に も適 用 され る。」31と言 う よ うな 一 般 条 項 の 形 式 にす れ ば 、将 来新 た に オ ー ス ト リア ドイ ツ
語 表現 をEU法 に 追 加 す る場 合 に も問 題 は な か っ た と思 わ れ る。
オ ー ス トリア の メ デ ィア も この 条 項 を 、 皮 肉 的 に批 判 的 に コ メ ン ト して い た 。 そ の 記 事 の 見 出
しを一 見 す れ ば 内容 も推 測 で き よ う:
　TopfeniiberbleibtdieEU",　 KeineAngstmehrvorQuarktaschen",　 Marillesiegt",　 Alles
Potividl,demlOerseiDank",　 DieAngstdesCOsterreichersvorderQuarktasche"
「Topfen(凝 乳)EUに 生 き の び る」「Quarktasche(凝 乳 ク レ ー プ)に も は や 不 安 不 用 」
:1
オース トリア第二共和国の言語政策
「Marille(杏 子)勝 利 」「全 てPowidl(プ ラ ム ム ー ス)の ま ま、 第10条 項 に 感 謝 」「Quarktasche
(凝乳 ク レー プ)に オー ス トリア 人不 安 」32
他 方 、 こ の 第10条 項 の 署 名 は オ ー ス トリア の 政 治 に とっ て は 大 成 功 だ と捉 え られ て い る。 この
テ ーマ が オ ー ス トリア 国民 に とっ て重 要 な 関心 事 で あ る こ とは 、 ア ンケ ー ト調 査 か ら も明 白で あ
る。「食 料 品 に ドイ ツ連 邦 で 使 わ れ て い る 表 示 が 導 入 され れ ば、 あ な た に と っ て そ れ は非 常 に 障
害 、 か な り障 害 、 少 し障害 とな る か、 あ る い は 障 害 とな らな い か」 とい う質 問 に 対 して 、36%が
「非 常 に 障害 とな る」、24%が 「か な り障 害 とな る」 と答 え た33。
そ して この 食 料 品 表 示 の問 題 は 当然 の結 果 で あ るが 、 ユ994年6月 の オ ー ス トリア のEU加 盟 に
関 す る国 民投 票 の 宣 伝 キ ャ ンペ ー ンの 中心 テ ーマ とな っ た。 ウ ィー ン市 長 も大 きな看 板 と費 用 の




erstrittenhat"(SonntagsbeilagederKronenZeitung)「Erdapfelsalat(ジ ャ ガ イ モ サ ラ ダ)は こ
れ か ら もそ の表 現 が可 能 で 、Kartoffelsalat(ジ ャ ガ イモ サ ラ ダ)に 置 き換 え不 用 で あ る … こ
れ はEU加 盟 交 渉 で オー ス トリア が勝 ち取 っ た 多 くの 特 権 の一 つ で あ る 。」(ク ロ ー ネ ン新 聞 日曜
版 付 録 狸
国 民 投 票 の 結 果 、 オ ー ス トリア 人 の三 分 の二 がEU加 盟 に賛 成 した事 実 か ら判 断 す れ ば 、 この
戦 略 は完 全 に成 功 した こ とに な る。 この よ うな形 で の オ ー ス トリア ドイ ツ語 の意 識 化 は 、EU加
盟 前段 階 にお け る オー ス トリア国 民 の ア イ デ ンテ ィテ ィ操 作 の巧 み な方 策 と言 え る で あ ろ う。
政 治 家 達 が 言 う この 「外 交 上 の 偉 業 」 以 降 に、 取 る に値 す る オ ー ス トリア ドイ ツ語 を意 識 化 さ
せ る 言 語 政 策 上 の 措 置 は執 られ て い ない 。 オー ス トリア ドイ ツ語 の コー パ ス計 画 が こ の数 十 年 進
め られ て い る が 、 そ れ は この 第10条 項 との 関 連 で は な く、 と りわ けユ990年 代 か ら始 ま っ た 「東 の
解 放 」 に よ る外 交 政 策 と 関 わ りが あ る。 また 中 ・東 欧 で の 「外 国語 と して の ドイ ツ 語 」(DaF)
に 対 す る 強 い 要 請 の リ ア ク シ ョ ンで もあ る 。 例 え ば 、 ユ994年 か ら 「オ ー ス トリ ア 言 語 検 定 」
(6SD)と い うDaFの た め の 言語 検 定 シス テ ム が構 築 され た 。 これ は ドイ ツのGoethe-lnstitut検
定 と並 ん で 国際 的 に 知 られ る よ うに な っ て い る 。 さ らに オ ー ス トリア ドイ ツ語 を促 進 させ る諸 機
関 と して 、1994年 に設 立 さ れ た6sterreichKooperation(学 術 協 力 、 講 師 の 相 互 交 流 派 遣 、 外 国
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で のDaF実 践 授 業 の 援 助 を行 って い る)、BMBWK(文 部 科 学 省)内 の部 局 「言 語 と文 化 」(DaF
教 材 の研 究 ・開 発 とDaF講 座 の 開催 を行 っ て い る)、1989年 設 立 のDerVereinKulturKontakt
(中 ・東 欧 諸 国 で の ドイ ツ語 教 師 資格 評 価 を行 っ て い る)そ して ユ997年 設 立 のOsterreich-lnstitut
(主 に 中 ・東 欧 で のDaF講 座 担 当)が あ げ られ る。
オ ー ス トリア ドイ ツ語 の コー パ ス 計 画 は徐 々 にそ の 成 果 が 公 に され つ つ あ るが 、 す で に完 成 し
た代 表 的 な辞 典 と して は、 ドイ ツの デ ュ イス ブ ル ク大 学UlrichAmmonと イ ン ス ブ ル ク大 学 ゲ ル
マ ニ ステ ィ ック研 究所 で進 め られ たVarientenw6rterbuchdesDeutschen(2004)が あ る。 またH.
Markhardt編 集 のDasW6rterbuchder6sterreichischenRechts-,WirtschaftsundVerwaltungs-
terminologie(2006)と 一 般大 衆 向 きのRSedlaczek編 集のDas6sterreicheDeutsch(2004)が すで
に刊 行 され て い る。コ ーパ ス 計 画 に含 まれ る グ ラー ツ大 学R.Muhr編 集 のDasAussprachew6rter-
buchunddieAussprachedatenbankdesODと ウ ィー ン大 学P.Ernst編 集 のPhraseologislnenim
6Dは2007年9月 現 在 未 刊 で あ りまだ 完 成 して い ない 。
6.お わ りに
第1章 で述べたように、オース トリアの言語政策は、オース トリア ・ハンガリー帝国の多言語
主義 ・少数派擁護理念から出発 したが、その後の第一共和国に於いては、国民は彼らのアイデン






住民 とドイツ語系ナショナリス トとの対立を起因にして、オース トリア全土のナショナリス トに
影響を与えている。その結果、従来からオース トリア国籍をもつ土着少数派だけでなく新しい移
民少数派 も国家語 ドイツ語を強要 され、 ドイツ語能力証明を必要とする国籍法と統合協定の強化
ヴァージョン成立に繋がる状況が生 まれることになった。
また第二共和国言語政策のもう一つの特徴は、オース トリア ドイツ語の意識化である。それは、
第5章 で述べたように、反大 ドイツ主義の象徴であ り、EU加 盟とグローバル化 に対するアンチ
テーゼであり、またオース トリア ・アイデンティティ構築の具体的対象となっている。従来の音
声 ・形態論中心の言語学的観点からは、オース トリア ドイッ語は中 ・南部バイエルン方言と見な
・
オース トリア第二共和 国の言語政策
され る が35、Clyne、Ammonな どが 唱 え る複 言 語 中心 主 義 の社 会 言語 学 的 観 点 か ら見 る と、 ドィ
ツ の ドイ ツ語 、 ス イ ス の ドイ ツ語 と並 ん で 、 オ ー ス トリア の ドイ ツ語 も ドイ ツ語 ヴ ァリエ ー シ ョ
ンの一 つ で ナ シ ョナ ル 言 語 と見 な され て い る36。故 にEU加 盟 時 の 議 定 書 第10条 項 で 記 載 され た 、
またナショナリズム起爆剤 として用いられた特定(食 品)領 域の 「オース トリアドイツ語」では
なく、今後は中 ・東欧圏での経済発展に伴 う需要リアクションとして、システム化され体系立っ
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